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研究要旨 本分担班は、てんかん患者の就労要因に関する文献レビュー調査をもとに、本邦のて

んかん患者を対象に離職率とその背景に関する調査を行った。大学病院てんかんセンターに精査

入院した職歴のあるてんかん患者（n=140）を対象に、その離職率の算出と離職への影響要因を分

析した。結果、対象者の離職率は 0.2（回/年）であり、離職の要因は、属性やてんかんセルフ・

スティグマ、ソーシャルサポートであり、発作関連因子ではなかった。一方で、対象者の離職の

質的背景を分析したところ、患者と雇用側の両者の発作不安や、職務と能力のミスマッチ、職場

の人間関係や合理的配慮の不足が関係したことが明らかになった。今後は、就労継続支援 B 型事

業所に求められる有用な支援の在り方を検証し、有用な支援プログラムを構築する必要がある。 

Ａ．研究目的 

 てんかんは、100人に一人のありふれた疾患

であり、「脳の病気であり、てんかん発作を繰

り返す状態と、その状態がもたらす、神経生物

学的、認知的、心理的、社会的な帰結を特徴と

する」（Fisher et al.、2015）。てんかんがあ

る人の就労支援現場では、行政区分状は精神

障害に内包され支援されるものの、てんかん

に付随する様々な合併障害のある人も多いた

め、身体障害や知的障害の枠組みでも当事者

への支援が提供されている。しかし、てんかん

の当事者への就労支援の実態や有効な支援に

ついての研究報告は国内外において少なく、

調査ニーズは高い。一方、医療現場であるてん

かん診療においては、包括的な地域医療支援

の重要性が指摘されており（塩見，2014）、特

に成人患者の就労促進に向けた quality of 

life の向上、社会の誤解・偏見の是正などの

心理社会的な課題に向けた早急なアクション

には、地域医療連携が欠かせない。 

 先行研究の系統的レビュー（植田ら、2019）

では、電子論文検索デー タベースより、検索

キーワードを“epilepsy”と“employment”と

し、and検索を実施した。その結果、原著論文

（n=131）において、てんかん患者の就労に与

える要因は、発作関連因子（発作頻度、発症年

齢）のみならず、心理的因子（抑うつ、てんか

んセルフ・スティグマ）や環境的因子（就労支

援の有無、職場環境）、そして属性（教育年数、

性別）などの心理・社会的因子も重要であるこ

とが判明した。就労への心理社会的側面の影

響が指摘される一方で、両者の関連を調査し

た研究が少ないことも課題として挙げられた。

さらに、先行研究のアウトカム指標に用いら

れているのは、就労率が群を抜いて最も多く、

就労形態や賃金、職務の質、職場環境、離職に

関する情報が不足しているも明らかになった。 

 本研究では、報告が稀である「離職」に着目

し、本邦のてんかん患者を対象に離職率とそ

の背景要因に関する調査を行った。 

Ｂ．研究方法 

1．調査対象 

 2015 年 10 から 2019 年 6 月の期間に、東北

大学病院てんかんモニタリングユニットにて

包括的入院精査を受けた 18歳以上の患者を対

象として調査を行なった。データの得られた

423名（男性：201名、女性：222名) のうち、

心理社会質問紙調査の回答に欠損がなく、神

経心理検査を含む、すべての検査を受け、てん

かんと診断され、職歴があり、生産年齢にある

人（n=140）を分析対象とした。離職率をアウ

トカム変数としているため、学生、入院時まで

に就労経験がない人は除いた。

２．データ抽出

 当科データベースより、対象者の属性、てん

かんの発作頻度、発症年齢、ウェクスラー認知

機能検査全 IQ指数データを抽出した。 

 質問紙票より、心理学的因子としててんか

んセルフ・スティグマ（Epilepsy Stigma Scale）

と、発作予期不安と情緒（Quality of Life in 

Epilepsy Inventory: QOLIE-31-Pの下位項目）
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を抽出した。社会学的因子として、社会保険制

度の利用状況と、ソーシャルサポート

（Medical Outcome Study – Social Support 

Scale: MOS-SSS）、社会生活機能（QOLIE-31-P

の下位項目）を抽出した。 

３．離職率の操作的定義 

 本研究では、対象者毎に離職回数を社会人

年数で割り、算出した数値を離職率とした。社

会人年数は、調査時の年齢から、未就学期間の

6年間と教育年数を引いた年数とした。これま

での離職した回数では、対象者の年齢の影響

を大きく受けることが考えられる。そこで、本

研究では調査した離職回数と対象者の年齢か

ら、1 年間に離職する割合を算出し、用いた。 

４．分析方法 

 説明変数に対象者の属性（年齢、性別、現在

の就労有無、教育年数）、生物学的因子（発作

頻度、発症年齢、認知機能因子）、心理学的因

子（てんかんセルフ・スティグマ、発作不安、

情緒）、社会学的因子（社会保障制度利用、社

会生活機能、ソーシャル・サポート）を投入し、

目的変数である離職率への影響を検討した。

IBM SPSS Statistics 22を用い、重回帰分析

を行なった。有意水準は 0.05とした。 

５．倫理的配慮 

 本研究は東北大学大学院医学系研究科倫理

委員会の承認を得た。 

Ｃ．研究結果 

 分析対象となった 140名の属性データの記述

統計を算出した。平均年齢は 35.0 歳（SD = 

10.7）、男性 67人（47.9％）、女性 73人（52.1％）、

平均教育年数は 13.12 年（SD = 1.9）であっ

た。現在有職が 85 人（60.7％）、現在無職が 55

人（39.3％）であった。生物学的因子データの

記述統計では、平均発症年齢は 19.0 歳（SD = 

13.0）、平均全 IQ 指数は 81.4（SD = 14.2）で

あった。心理学的因子データの各尺度の基礎

集計を行なった。各尺度の基礎集計の結果（得

点範囲、項目数、平均値、標準偏差）を示す。

社会学的因子データの各尺度の基礎集計の結

果（得点範囲、項目数、平均値、標準偏差）を

示す（表 1)。 

 対象者の平均離職率は 0.2回/年（SD = 0.2) 

であった。重回帰分析の結果、決定係数は.38、

調整済み決定係数は.32であり、1%水準で有意

な値であった（R2 = .38,ΔR2 = 32,F [13,126] 
= 5,96、 p = .000)。年齢（β = −.59 p <.01)、
性別（男性：β = .20 p <.05)、現在の就労有

無（無職：β = −.26 p <.01)、全 IQ指数 (β 

= .18 p <.05)、てんかんセルフ・スティグマ 

(β = .22 p <.05)、ソーシャルサポート（β 

= .22 p <.01) が離職率への有意な説明変数

と認められた（表 2）。一方で、教育年数、発作

頻度や、発症年齢、発作不安、情緒、社会保障

制度利用、社会生活機能は有意な説明変数と

は認められなかった。 

Ｄ．考察 

 本研究では、本邦のてんかん患者を対象に横

断調査を実施し、離職率とその背景要因に関す

る分析を行った。その結果、年齢、性別、現在

の就労有無、全IQ指数、てんかんセルフ・ステ

ィグマ、ソーシャル・サポートが離職率への有

意な説明因子として認められた。離職には発

作頻度の影響よりも、心理社会的因子の方が

影響していることが明らかになった。 

 まず、若年齢が離職因子として認められた

背景は、一般的な社会背景が反映されたと考

えられる（厚生労働省、2018）。若年層は仕事

内容や職場環境のミスマッチから、転職を選択

するため、離職率が上昇すると考えられる（独

立行政法人労働政策研究・研修機構、2019）。

次に、男性がより離職の傾向が認められた点は、

先行研究と同様であった（Herodes et al.，2

001）。 

 現在の就労状況から、無職者の方が有職者に

比して優位に離職率が高い傾向がある。現在無

職の患者は、離職を繰り返し、就職に至った場

合でも、その後安定した雇用に繋がっていない

ことが明らかになった。うつ病患者を対象とし

た先行研究でも、離職日数が長いほど、復職へ

の困難さが有意に高くなることも報告されて

いる（田上ら、2012）。また、一般人口におい

ても、長期失業者は転職を繰り返す傾向にある

という調査もある（独立行政法人労働政策研

究・研修機構、2006）。以上から、生産年齢で

あるにも関わらず無職の患者は、就労において

何らかの課題を抱えている可能性がある。現在

の就労有無を患者から聴取することは、心理社

会的アセスメントにおいて有効であると考え

られる。 

 本研究対象者の全IQ指数が高いほど、離職傾

向が高かった。一般人口を対象とした先行研究

では、本人の能力と要求される能力に差がある

と離職率の上昇が見られると報告されている

（Maltarich et al.，2010）。本人の能力と仕

事内容のミスマッチから離職に至っている可

能性が考えられる。本対象者においても、職業

選択時から、本人の認知機能に適した仕事を選

択することにより、離職を予防し、就労定着に

繋がると考えられる。 
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 てんかんに対するセルフ・スティグマが

高いほど、対象者の離職率が高かった。セル

フ・スティグマが原因で就労の継続を断念し

ている可能性がある。セルフ・スティグマ軽減

には疾患教育が有効であるとされており

（Paschal et al., 2007）、MOSESなどのてん

かん教育プログラムが有効であると考えられ

る（MOSES企画委員会、2010）。

 一般的なソーシャルサポートをより受けて

いることが、離職への要因であることが示され

た。先行研究では、家族の過干渉や発作不安が

患者本人の就労能力の向上や、就労継続を阻害

しているという報告がある（Wo et al.，2016）。

患者家族の過度な不安や過干渉から派生する、

過剰なサポートが患者の自立を妨げている可

能性がある。てんかん患者の就労支援を行う際

は、家族関係を含めたアセスメントが必要であ

る。しかし、本研究は後ろ向き研究であるため、

離職を繰り返す中で、周囲のサポートが充実し

てきた可能性を排除することができない。また、

障害年金や自立支援医療制度などの社会保障

制度の利用が離職に影響しなかった理由とし

て、一般職への就労経験のある患者に対しては、

地域包括支援環境や就労支援の利用が普及し

ていない背景があると考えられるであろう。 

 以上により、てんかん患者の離職において

は、生物学的要因だけに着目することなく、心

理社会学的要因も考慮した就労支援体制の構

築が必要である。 

 本研究の限界は、てんかん患者の一般職の

就労経験においての離職率と離職要因の現状

を反映しており、就労支援利用における収入

や環境サポート、個人背景は明らかになって

いないため、更なる研究が求められる。 
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表 1. 研究Ⅰの対象患者の背景 

表 2. 離職率への重回帰分析結果 
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